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平成 29 年兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科規程第１号 

減災復興政策研究科規程 

 

(趣旨) 

第１条 この規程は、兵庫県立大学大学院学則（平成 25 年法人規程第 76 号。以下「大学

院学則」という。）に基づき、兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科（以下「本研究

科」という。）の教育課程及び履修方法等に関して必要な事項について定めるものとす

る｡ 

(専決事項の規定) 

第２条 兵庫県公立大学法人決裁規程（平成 25 年法人規程第 6 号）第 4 条に規定する専決

事項として減災復興政策研究科長（以下「研究科長」という。）が専決するものについ

て、この規程においては、研究科長が許可又は決定を行うものとして規定する｡ 

（研究科における教育研究上の目的） 

第３条 本研究科は、阪神・淡路大震災の経験と教訓、復興の知見、さらには東日本大震

災等の課題を踏まえ、減災復興学に関する領域で政策立案や計画策定を担える知見と能

力を修得し、減災社会や復興に貢献する人材を育成することを目的とする。 

２ 博士前期課程においては、学士課程を修めた学問分野で培った知識を土台とし、減災

復興学に関する専門的素養を修得するための教育を行い、災害に強い社会づくりに貢献

する人材を育成する。 

３ 博士後期課程においては、減災復興学を理論的･実践的･創造的に研究するための教育

を行い、減災復興学の専門家としてより高度な専門性を備えた人材を育成する。 

（領域又は分野） 

第４条 大学院学則第２条第２項の規定による専攻には、次の領域又は分野を置く。 

 博士前期課程 

災害科学領域 

減災コミュニケーション領域 

減災復興ガバナンス領域 

博士後期課程 

 災害科学領域 

減災コミュニケーション領域 

減災復興ガバナンス領域 

（授業科目及び単位数） 

第５条 本研究科の授業科目及び単位数その他履修に関する事項については、別表のとおり

とする。 

２ 授業科目の種別及び授業時間数等は、次のとおりとする。 

(1) 講義及び演習については、15 時間の授業をもって 1 単位とする｡ 

(2) 実験､実習及び実技等については、45 時間の授業をもって 1 単位とする｡ 

（指導教員及び副指導教員） 

第６条 学生の履修、研究及び論文の指導のため指導教員及び副指導教員を置く。 

２ 指導教員及び副指導教員は、専門領域を担当する専任の教授または准教授・講師をも

って充てる。ただし、必要があるときは、減災復興政策研究科教授会（以下「教授会」

という。）の意見を聴いた上で、研究科長が認めた教員をもって充てることができる。 

３ 指導教員及び副指導教員は、学生の研究を指導し、あわせて学生の授業科目の履修な

どに適切な助言を行うものとする。 

（履修手続） 

改正後 
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第７条 学生は、履修しようとする授業科目については、毎年度の所定の期日までに履修

願を学務所管課に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する期日までに履修願を提出しなかった科目については、授業及び試験を

受けることができない。 

（単位認定） 

第８条 履修認定は、授業科目担当教員が行い、これに合格した学生に対しては、当該科

目所定の単位を与える。 

（他研究科の授業科目の履修） 

第９条 学生は、他研究科の授業科目を履修しようとするときは、研究科長の許可を得な

ければならない。 

２ 研究科長は、前項の規定により、他研究科授業科目の履修に係る許可をする場合にあ

たっては、関係研究科長に協議しなければならない。 

３ 第１項の規定により、履修した授業科目のうち、研究科長が相当と認めるものについ

ては、教授会の意見を聴いた上で、修了所要単位数に算入することができる。 

（他大学院等における修得単位の認定） 

第９条の２ 研究科長は、大学院学則第11条第２項に基づき認定した単位数を別表に定め

る修了所要単位数に算入することができる。 

（転研究科） 

第10条 研究科長は、学生が他の研究科に転科を希望する旨を申し出たときは、教授会の

意見を聴いた上でこれを許可することができる。 

２ 研究科長は、前項の規定により転科の許可をする場合にあっては、関係研究科長と協

議しなければならない。 

３ 他の研究科の在学生で本研究科に転科を希望する者があるときは、選考の上、相当年

次に転科を許可することができる。 

４ 前項の選考に関して必要な事項は、教授会の意見を聴いた上で研究科長が別に定める。 

（転研究科の場合の取り扱い） 

第11条 前条の規定により転科を許可された者の既に履修した授業科目及び修得した単位

数の取扱い並びに在学すべき年数については、教授会の意見を聴いた上で研究科長が別

に定める。 

（他大学院学生の受入れ） 

第12条 研究科長は、大学院学則第 14 条の規定により他大学院学生が本研究科における履

修を願い出る者があるときは、教授会の意見を聴いた上でこれを許可することができ

る。 

（成績の評価） 

第13条 授業の成績は、試験の結果及び日常の学習状況を総合して次の基準により評価す

る。 

(1)  成績は 100 点満点とし､60 点以上をもって合格とする｡ 

(2)  合格した科目には所定の単位を与える｡ 

(3)  合格した科目の成績は､Ｓ､Ａ､Ｂ及びＣの評語をもって表し､その区分及び評価の基

準は次のとおりとする｡ 

評語 区分 評価の基準 

Ｓ 90 点以上 到達目標を十分に達成できている非常に優れた成績 

Ａ 80点以上 90点未満 到達目標を十分に達成できている優れた成績 

Ｂ 70点以上 80点未満 到達目標を達成できている成績 

Ｃ 60点以上 70点未満 到達目標を最低限達成できている成績 
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２ 合格した科目については、再評価しない。 

３ 休学期間中に開講されている科目については、その単位を認めない。 

４ 修士論文、博士論文及び最終試験の評価は、合格又は不合格をもって表す。 

（修士論文又は博士論文） 

第14条 所定の期間在学した学生は、修士論文又は博士論文を提出することができる。 

２ 大学院学則第25条第３項及び第 27 条第３項の規定による修士論文又は博士論文の提

出期限、審査の方法その他学位の授与に関する事項は、学位規程に従う。 

（最終試験） 

第15条 大学院学則第 25 条第３項及び第 27 条第３項の規定による最終試験は、所定の単

位を修得し、前条に規定する修士論文又は博士論文を提出したものについて行う。 

（補則） 

第16条 この規程に定めるもののほか、履修方法については、本研究科で別に定める。 

 附 則 

この規程は、平成 29 年 4 月１日から施行する。 

 附 則 

この規程は、平成 31 年 4 月１日から施行する。 

 附 則 

この規程は、令和３年 4 月１日から施行する。 

 附 則 

この規程は、令和３年 10 月 20 日から施行する。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規程の施行の日(以下「施行日」という｡)前に博士前期課程、博士後期課程に在学

していた者が施行日後に在学しなくなるまでの間、旧規程は第 13 条第 4 項の規定を除

き、なおその効力を有する。 
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別表（第５条関係） 

博士前期課程 

科目 

区分 
授業科目の名称 配当年次 

単位数 
備  考 

必修 選択 自由 

共
通
科
目 

【基礎科目】 

減災復興政策論Ⅰ 

減災復興政策論Ⅱ 

減災復興フィールドワーク 

社会調査手法論 

社会調査演習 

 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

 

２ 

２ 

１ 

２ 

１ 

  ８単位必修 

 

【基礎研究】(演習) 

基礎研究Ⅰ 

基礎研究Ⅱ 

 

１ 

１ 

 

２ 

２ 

  ４単位必修 

【発展研究】 

発展研究Ⅰ 

発展研究Ⅱ 

 

２ 

２ 

 

２ 

２ 

  ４単位必修 

専
門
科
目 

【災害科学領域】 

自然災害メカニズム 

災害情報シミュレーション学 

災害と都市･地域システム 

気象防災と気候変動 

地震津波防災論 

 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

  

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

 ２単位以上修得 

【減災コミュニケーション領域】 

災害情報論 

災害と社会心理論 

防災教育論 

災害リスクコミュニケーション論 

地理空間情報論 

 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

  

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

 ２単位以上修得 

【減災復興ガバナンス領域】 

減災復興コミュニティ論 

生活再編プロセス論 

地域産業レジリエンス論 

減災復興自治体行政論 

減災復興協働論 

 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

  

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

 ２単位以上修得 

【共通科目(発展)】 

災害法制度論 

災害看護対象論 

国際防災協力論 

 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

  

２ 

２ 

２ 

  

  

修了要件及び履修方法 

本研究科博士前期課程に原則として２年以上在学し、研究科で定める授業科目合計 

３０単位以上（共通科目１６単位、専門科目３つの領域からそれぞれ２単位以上合計 

１４単位以上）を修得し、修士論文の審査及び最終試験に合格すること。 
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博士後期課程 

科目 

区分 
授業科目の名称 配当年次 

単位数 

備 考 
必修 

選択 

(必修) 
自由 

基
礎
科
目 

災害科学論 １  ２    
２単位以上 

修得 

減災コミュニケーション論 １   ２    

減災復興ガバナンス論 １   ２    

特
別
研
究 

減災復興研究Ⅰ １ ４     
１２単位 

必修 

減災復興研究Ⅱ ２ ４      

減災復興研究Ⅲ ３ ４     
 

修了要件及び履修方法 

本研究科博士後期課程に原則として３年以上在学し、研究科で定める授業科目合計 

１４単位以上（基礎科目から２単位以上、特別研究１２単位）を修得し、博士論文の 

審査及び最終試験に合格すること。 

 

 


